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１．一時保護について

○ 一時保護が親権の強い制限であることを踏まえ、裁判所の関与を導入することが考えられるのではないか。

○ その場合、緊急時の対応に支障が出ないようにすること、また、児童相談所が必要な一時保護をためらう等子どもの適切
な保護がさまたげられることがないようにすることが必要と考えられる。
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（１）一時保護に裁判所の審査を設けることが必要な理由・立法事実について
○ 現行制度における問題点・課題は何か。
・一時保護は親権の強い制限であることや、子どもの権利条約の趣旨を踏まえ、司法の関与を強化することが望ましいのではないか。

（２）裁判所の審査の範囲や対象について

○ 一時保護の開始に当たって、その必要性や手続の適正性を担保するため、事前審査を設けるべきではないか。
・審査を経て行うことができる一時保護の期間はどの程度とするか。

○ 事前審査を行うこととする場合には、緊急時には、行政の職権による一時保護を行えるようにすることが必要ではないか。
・職権による一時保護について事後審査を行うか、あるいは、短期間のものとして事後審査を不要とするか。
・職権による一時保護の期間はどの程度とするか（例えば、７日間とするか）。
・職権による一時保護の期間を超える場合の審査は、どのような仕組みとするか。

○ 一時保護の期間が一定期間を超えることの適否を審査することとするか。
・司法審査が必要とされる一定期間をどの程度とするか。また、その理論的根拠をどのように考えるか。
・現行では、一時保護の期間は２か月を超えてはならないとされており、これが目安になるのではないか。

（３）裁判所が判断する際の要件について
○ 一時保護そのものの適否を審査する場合に、一時保護の要件を具体的に定める必要があるのではないか。
○ （２）で緊急時の例外を認める場合に、その要件をどのように定めるか。
○ 一時保護の期間が一定期間を超えることの適否を審査する場合に、何を要件とするか。

（４）保護者の同意について
○ 一時保護が親権の制限であることを踏まえ、保護者の同意がない場合のみを対象とすることが考えられないか。
○ 保護者の同意の確認方法をどのように考えるか。

・保護者が異議を申し立てる仕組みとするか。
・保護者の同意書を取ることとするか。

目指す方向性（案）

論点



○ 緊急時の対応に支障が出ないか。児童相談所が必要な一時保護をためらうことがないか。

○ 行政不服審査や行政訴訟との関係をどう考えるか。

○ 児童相談所が、事務負担に対応することができるか。

・裁判所の関与を強化することで、保護者が同意しないケースは増加するのではないか。

・保護者の同意が得られる時期が不明であること、また、同意が撤回される可能性を考えれば、すべてのケースで申し
立ての準備をしておく必要があるのではないか。

○ 児童相談所の体制整備（弁護士の配置等）の必要性

○ 家庭裁判所の体制整備の必要性

○ 児童相談所や家庭裁判所の体制整備と併せて計画的に仕組みを構築していくことも考えられるのではないか。（ロード
マップの提示等）
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留意点・課題

（５）子どもの意向の取扱いについて
○ 裁判所の審査に当たって、子どもの意向に配慮する必要がないか。
・具体的に子どもの意向をどう確認するか。

（６）裁判所の具体的な審査手続について
○ 事前審査／緊急の事後審査／更新時の審査における具体的な審理手続・児童相談所等が提出することができる証拠として、それ
ぞれどのようなものが考えられるか。
○ 28条審判と同様に、監護者、親権者、未成年後見人及び児童（15歳以上のものに限る）の陳述を聴くべきか。
・緊急時の職権による一時保護の場合の取扱をどうすべきか。

（７）不服申立てについて
○ 28条審判と同様に、高等裁判所に即時抗告ができることとするか。
○ 行政訴訟との関係をどのように考えるか。



保護者指導の実効性を高めるため、裁判所が直接保護者に対して行政機関の指導に従うことを義務付ける裁判所命
令の仕組みを設けることが考えられるのではないか。
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（１）裁判所命令を設けることが必要な理由・立法事実について
○ 現行制度における問題点・課題は何か。

・行政の指導では必ずしも実効性が高くないため、裁判所が直接保護者に指導命令を行う制度が必要ではないか。
・保護者と行政が対立関係にある中で、裁判所が第三者的な立場で命令を行うことは意義があるのではないか。
・具体的にどのような場面において、裁判所命令のニーズがあるのか。

（２）裁判所命令の具体的な内容について
○ 児童相談所が策定した支援プランをもとに、裁判所が具体的な命令を行うことが考えられるか。

・例えば、現在、児童相談所が行っている指導（児童相談所への通所、保護者指導プログラムの受講、家庭環境の改善、必要
な医療の受診など）について、裁判所が何らかの命令を行うことが可能か。

（３）裁判所命令の適用場面や要件について
○ 現行の行政措置の範囲や家庭裁判所による親権制限の範囲との関係を踏まえ、適用場面や要件を定める必要があるのではないか。

・28条審判や親権制限審判など、裁判所の審判が行われている場合
・一時保護や同意入所の場合
・在宅ケース（児童福祉司指導）の場合

（４）裁判所命令の具体的な仕組みについて
○ 現行法上の裁判所による都道府県知事への勧告や都道府県知事による保護者への勧告との関係をどう整理するか。
○ 申立ては、児童相談所長及び施設長に限るか。
○ 審理手続をどのように考えるか。

（５）裁判所命令の実効性を確保する方策について
○ 罰則を設けることで実効性を確保することとするか。
○ 命令に従わない場合に、より制限の強い措置（施設入所等の措置や親権停止等の申立て）に移行する仕組みとするか。

論点

２．裁判所命令について

目指す方向性（案）
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○ 裁判所命令の創設により、保護者への指導の実効性が従来より高まると言えるのか。

○ 行政と司法の役割分担の中で、裁判所が行政の処分を受けるよう保護者に命令することについて、法制的にどう整理する
か。

○ 裁判所の中立性が損なわれるのではないか。

○ 命令の具体的な内容が適当かどうかについて、裁判所が審査できるのか。

留意点・課題

（６）不服申立てについて
○ 高等裁判所に即時抗告ができることとするか。（ＤＶ防止法の例）



面会通信制限、接近禁止命令について、裁判所を命令の主体とする仕組みを導入することが考えられるのではないか。また、
接近禁止命令については、現行では28条による措置が前提となっているが、一時保護や同意入所の場合にも、対象範囲を拡
大することが考えられるのではないか。

6

（１）裁判所を命令の主体とすることが必要な理由・立法事実について
○ 現行制度における問題点・課題は何か。
・面会通信制限や接近禁止命令は親権の強い制限であることから、司法の関与を強化することが望ましいのではないか。
・現行の対象範囲以外でも、子どもの安全の確保のため、面会通信制限や接近禁止命令が必要な場合があるのではないか。

（２）裁判所が判断する際の具体的な要件について
○ 命令の適否を審査するための要件を定める必要があるが、どのような要件が妥当か。

（３）裁判所の具体的な審査手続について
○ 例えば，口頭弁論又は審尋の期日を経る必要があることとすることが考えられないか等、裁判所における具体的な審理手続をど
のように考えるか。（ＤＶ防止法の例）
○ 児童相談所等が提出する証拠としてどのようなものが考えられるか。

（４）命令の実効性を確保する方策について
○ 面会通信制限についても、罰則を設けるか。（現行の接近禁止命令の罰則：一年以下の懲役又は百万円以下の罰金）
○ 命令に従わない場合に、より制限の強い措置（施設入所等の措置や親権停止等の申立て）に移行する仕組みとするか。

（５）接近禁止命令の対象範囲の拡大について
○ 28条措置に限らず、一時保護や同意入所の場合に拡大するか。
○ 一時保護や施設入所等の場合に限らず、虐待を行った保護者と別居し、親族宅等で生活している場合に拡大するか。

（６）不服申立てについて
○ 高等裁判所に即時抗告ができることとするか。（ＤＶ防止法の例）

３．面会通信制限、接近禁止命令について

目指す方向性（案）

論点
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○ 緊急時の迅速性が損なわれるのではないか。

○ 行政不服審査や行政訴訟との関係をどう考えるか。

○ 現在の利用件数に鑑みて、制度を拡大する必要性がどの程度あるのか。

留意点・課題



児童福祉法第28条措置や親権停止等について、必要に応じて、より適切に法的権限を使い分けられるよう、児童相談所運
営指針等において、明確にする。
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児童福祉法第28条に基づく裁判所の承認は、措置先を複数併記して承認を受けることが可能であり、全国の児童相談所及
び家庭裁判所に、こうした対応が可能である旨を改めて周知する。

４．親権停止制度の活用について

５．28条措置に係る裁判所の承認について

目指す方向性（案）

目指す方向性（案）


